
課題レポート（第３回）は，
前にある緑のカゴに提出して下さい。

先週（５月２０日）の講義の
「リクルート社の内田さんの講話」を欠席し
た人は，当日の配付資料を前から取って
下さい。



職業に関する課題レポート（第３回）

「０歳の子どものときから，将来の職
業を指導することは良いことか悪いこ
とか。」

レポート提出期限：１週間後
６月３日（水）11:50まで。



第２回課題レポート
「フリーター」について



年齢階級別完全失業率 男女計 1968年～2022年 年平均
若年者（15～34歳）・高齢者（60歳以上）

＜独立行政法人労働政策研究・研修機構HPデータ＞



資料：日本労働研究機構「フリーターの意識と実態」（２０００年）

(1)離学モラトリアム型・・・・・・職業や将来に見通しを持たずに教育機関を中
退・修了し、フリーターとなったタイプ
(2)離職モラトリアム型・・・・・・離職時に当初の見通しがはっきりしないままフ
リーターとなったタイプ
(3)芸能志向型・・・・・・・・・・・・バンドや演劇、俳優など、芸能関係を志向して
フリーターとなったタイプ
(4)職人・フリーランス型・・・・・ケーキ職人、バーテンダー、脚本家など自分
の技能・技術で身を立てる職業を志向してフリーターとなったタイプ
(5)正規雇用志向型・・・・・・・・正規雇用を志向しつつフリーターとなったタイ
プ、特定の職業に参入機会を待っていたタイプ、および比較的正社員に近
い派遣を選んだタイプ
(6)期間限定型・・・・・・・・・・・・学費稼ぎのため、または次の入学時期や就職
時期までといった期間限定の見通しを持ってフリーターとなったタイプ
(7)プライベート・トラブル型・・本人や家族の病気、事業の倒産、異性関係な
どのトラブルが契機となってフリーターとなったタイプ





（資料出所） 1982年から1997年は、総務庁統計局「就業構造基本調査」を労働省政策調査部で特別集計。
2000年は、日本労働研究機構「大都市の若者の就業行動と意識」（2001年）。
2002年は、総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」を厚生労働省労働政策担当参事官室にて特別集計。
（注）本調査における「フリーター」とは、
１）1982年から1997年については、
年齢が15～34歳で、 (1)現在就業している者については勤め先における呼称が「アルバイト」又は「パート」
である雇用者で、男性については継続就業年数が１～５年未満の者、女性については未婚で仕事を主にして
いる者 (2)現在無業の者については家事も通学もしておらず「アルバイト・パート」の仕事を希望する者をいう。
２）2000年については、 年齢が15～34歳の卒業者で、勤め先における呼称が「パート・アルバイト」である
者（女性について無配偶の者に限定）としており、総務庁統計局「労働力調査特別調査」から求めたものであ
る。
３）2002年については、
年齢15～34歳層、卒業者に限定することで在学者を除く点を明確化し、女性については未婚の者とし、さらに、
(1)現在就業している者については勤め先における呼称が「アルバイト」又は「パート」である雇用者で、 (2)
現在無業の者については家事も通学もしておらず「アルバイト・パート」の仕事を希望する者をいう。





（グラフ出典）総務省統計局「労働力調査（詳細集計）
2022年



図 「フリーター」の就労状況

（注）ここでのフリーターの定義は、１８～３４歳の未婚男女で、現在の職業に
「アルバイト・パート」と回答した者

（出所）リクルート ワークス研究所「非典型雇用労働者調査２００１」（２００１
年２月実施）



図 無業者の現在の状況（n＝1,385）

（資料出所）厚生労働省委託「若年者の職業生活に関する実
態調査（無業者調査）」



図 就職できない学生が増えている理由

資料出所：（株）三和総合研究所、労働省委託「大学・短期大学
の就職指導に関する調査」（平成１２年）



図 フリーター経験が中途採用時の評価に影響をおよぼすか

（資料出所）厚生労働省委託「若年者のキャリア支援に関する実態調査（企
業調査）」



びなくなります。

  

週刊 東洋経済「雇用 大淘汰」 ２００８年１１月２２日号

http://www.fujisan.co.jp/Product/5828/ap-discount-books
http://www.fujisan.co.jp/Product/5828/ap-discount-books


がついています。

  

  

週刊ダイヤモンド ハケンＶＳ正社員 ２００９年２月７日号

http://www.fujisan.co.jp/Product/5771/ap-discount-books


第２回 フリーターのまとめ

・メリット：
適職探し，夢を追う（音楽，演劇，職人など），様々な職業を体験できる， 
自己実現のためのステップ， アイデンティティの確立，
時間の融通大，休みがとりやすい，趣味や勉強に時間がとれる，気楽，自由，
企業側にとっては短期の有用な人材集めと都合のよい就業形態，
やりたくない仕事よりも好きな仕事ややりたい仕事ができる，など

・デメリット：
収入が少ない（正社員２～３億円とフリーター５千万円の差），
収入が不安定，家族を養えない，
社会的に認められていない不安（世間体），保険などの保障がない，
仕事内容が偏るか低い，キャリアアップできない，仕事に興味がわかない
転職のくせがつく（負のスパイラル），年金未加入や滞納者になりやすい，
年齢を重ねると体力的に続かない仕事が多い，高年齢になると仕事がなくなる，
企業の正規採用時における偏見や差別（フリーターという経歴），など



・フリーターの定義
・フリーターの語源
・フリーターの分類

・フリーターの現状と実態
（正規採用を希望している者が多い）
・フリーターとして働ける限界（中高年フリーターの問題）
・企業側から見たフリーター

・学校制度の中に職業体験を組み込む（例：ドイツ）
・ライフサイクルの観点
（結婚，出産，病気，怪我，年齢，体力など）
・スーパーの職業的発達課題

・親の立場，先生の立場，企業の立場で考える
・正社員になれれば本当にいいのか
・お金持ちと時間持ち









新規学卒者の離職状況
中学、高校、大学の卒業3年後の離職率は、それぞれ64.8％、
39.6％、32.4％となっています。
（いずれも平成23年３月卒業者）



フリーター数の推移
フリーター数は平成15年に217万人に達して以降、５年連続減
少していましたが、その後２年連続で増加を続けています。
※ 〔 〕を付した平成22年及び23年のデータは、岩手県、宮城
県及び福島県を除く全国の結果。



ニート状態の若者の推移
ニートの状態にある若者は、平成14年以降60万人台で推移し
ています。平成23年は60万人となっています。
「ニート(NEET)」とは
Not in Education,Employment or Training（就学、就労、職業訓練のいずれも行っ
ていない若者）の略で、元々はイギリスの労働政策において出てきた用語。日本では
、若年無業者のことをいっています。若年無業者とは、「15～34歳の非労働力人口
のうち、通学、家事を行っていない者」をいいます。



フリーターから正社員への転職状況
フリーター期間が半年以内の場合、男性では約７割、女性では
約６割が正社員になっていますが、フリーター期間が３年を越え
る場合、正社員になれた率は男性で約６割、女性で約４割であ
り、フリーター期間が長いと正社員になることが難しくなるといえ
ます。



フリーターと正社員の生涯賃金格差
年齢が上がれば収入が増加する正社員に対して、パート・アル
バイトはほとんど上がらず、横ばい状態となっており、正社員と
正社員以外の雇用形態との賃金格差は、年齢が高くなるにつ
れ広がっていきます（45～54歳では正社員の半分以下）。



教育訓練の実施状況（雇用形態別）
正社員と非正社員との間では、職業能力開発機会に差があり
ます。契約社員・パートタイマーでは、どの形の研修においても、
行われている割合が、正社員を下回っています。



ニート、沖縄が全国最高率 中高生の進路未決定率も

沖縄タイムス 2015年10月21日 11:30

沖縄県内の１５～３４歳のニート（若年無業者）の割合が２０１３
～１４年の２年連続で全国ワーストと推計されることが２０日、県
のまとめで分かった。全国は緩やかに減少する一方で県内は
増加傾向。１４年の県内は４・６％で全国２・１％の約２・２倍だっ
た。卒業後の進路が決まっていない中高校生の割合もそれぞ
れ全国で最も高い。就職や進学など若者をとりまく課題が浮き
彫りになった。 



ニートの人口比率は１５～３４歳の人口のうち、休業者や働く意
思がある失業者を除き、仕事を探していない非労働力人口の
割合。労働力調査によると、県内は１２年に１万１千人で人口比
３・３％（全国平均２・３％）。１３年は１万４千人で人口比４・２％（
同２・２％）、１４年は１万５千人で人口比４・６％（同２・１％）と推
計されている。 

一方で、学校基本調査によると、中学校と高校を卒業した後
の進路未決定者は過去２年間で改善傾向にあるが、全国平均
を大きく引き離してワーストが続く。 









・「公的職業資格」 ＝就職に必要な資格

測量士補，第２種電気工事士，２級自動車整備士，看護士，
歯科衛生士，歯科技工士，臨床検査技師，臨床工学技士，
理学療法士，救急救命士，鍼師，灸師，柔道整復師，
栄養士，調理師，製菓衛生師，理容師，美容師，保育士，
介護福祉士，幼稚園教諭，社会福祉士など
（文部科学省や経済産業省など公的機関が認定する資格も数
多くあるが，それらが就職に必要な資格であるとは限らない。）

・「技能検定」 ＝就職に必ずしも必要でない資格

各種英語検定，医療秘書技能検定，簿記検定，通訳技能検定，
ファッションビジネス技能検定，情報処理技術者試験，
パターンメーキング技術検定，CG検定，なわとび１級など
（技能検定の種類は非常に多く，水準の格差も大きい。）



「専門学校」と「無認可校」との見分け方：

法律上，専門学校は，教員や設備，学生数などで一定の基準
を満たしていなければならない。こうした基準を満たしていない
学校，もしくはあえて基準を無視する学校を一般に無認可校と
いう。

１．「○○専門学校」という名称の場合は，絶対に専門学校。

２．専門学校であれば，入学案内などに
「本校は専門学校です」，「卒業すれば専門士」などと
書かれている。

３．上記の１でも，２でもない場合は，ほぼ無認可校と
思ってよい。確認の電話などをしてみよう。
×「○○アニメーション学院」
×「○○デザインスクール」







































２－２－２ ローの早期決定論

臨床心理学者のロー（Roe, 1957）は，幼児期の家庭
環境や親の養育態度が人格の形成を規定し，それが
将来の進路選択を方向づけると主張。

①幼児期における家庭の雰囲気（暖かい，冷たい）
②親の子どもに対する態度（関心，回避，受容）
③子どもによる親の態度の認知の仕方
（過保護，要求過剰，拒否，放任，なにげない，愛情）
の３つで，子どもの志向性が決まり，その後に選択さ
れる職業領域が決まるとして，環状モデルを示す。





ローの理論の修正：

ローは近年，このような関係づけが認められるのは高
い水準の職業に関してであり，低い水準の職業ではこ
のような関係は認められないとしている。



２－２－３ ボーディンらの精神分析的理論

精神分析的アプローチでは，職業選択の行動とは，抑
圧された意識や衝動が社会的に承認されている職業
行動に反映する一種の「昇華」であるとみている。

ボーディン（Bordin, E.,1963）らは，「複雑な成人の職
業活動は，単純な乳幼児の活動と全く同質の本能的
な満足の原泉が保有されている」という仮説をもとに，
個人の要求パターンと職業選択との関係を，次の１０
の次元に分類している。



①養育的次元：乳幼児や弱者の保護
②口唇攻撃的次元：言語による攻撃･論争，道具の使用
③操作的次元：物の操作や人の支配
④感覚的次元：視覚や聴覚などの使用による芸術活動
⑤肛門的次元：ものをためることや潔癖に関連する活動
⑥性器的次元：建築，生産，農業
⑦探索的次元：好奇心に基づく科学的研究
⑧尿道的次元：排尿行為に起源をもち，消防・鉛管工事
⑨露出的次元：露出行動に関連し，俳優・演劇・裁判・広告
⑩律動的次元：生理的リズムに起源をもち，音楽・芸術

これらの本質的な要求パターンは，心理性的発達が顕著な６歳
までに決定され，青年期以降の職業選択行動の無意識的な規
定要因になるといわれる。



２－２－４ ホランドの職業選択理論

ホランド（Holland, J.L.）の理論は，職業選択が人格の
表現行動のひとつであり，人は自己の人格の表現を
容認してくれる環境を求めるという考えに基づいてい
る。

A. 基本的見解：ホランドの職業選択理論は，次の４つ
の仮説によって構成されている。



（１）我々の文化において，大多数の人は，現実型，研
究型，芸術型，社会型，企業型，慣習型の６つの人格
型のうちのひとつに分類される。

（２）我々の生活する環境には，現実型，研究型，芸術
型，社会型，企業型，慣習型の６つの種類がある。

（３）人は，自己の技能や能力を発揮でき，自己の価値
観や態度を表現でき，かつ，自己の役割や問題を引き
受けさせてくれるような環境を探し求める。

（４）個人の行動は，その人の人格と環境との相互作
用によって決定される。





B. 人格型の特徴

ひとりの人間は，１つだけの人格型を発達させるの
ではなく，６つの型をその内面に備えながら，環境（両
親，兄弟姉妹，仲間，学校，職場など）との相互作用を
通して，ある特定（優秀な型と，そうでない型）の人格
型を発達させる。



C. 六角形モデル

ホランドは，人格型の相互の関係，環境相互の関係，
そして，人格型と環境との間の関係を，六角形のモデ
ルで示している。
この図形で，互いの位置（距離）が近ければ関連が
強く，遠ければ関連が弱い。







２－２－５ ブラウらの職業選択モデル

職業選択・発達における外的要因を重視する状況理
論として，ブラウ（Blau, P.M., 1956）らの職業選択モ
デルがある。
ブラウらは，社会構造（社会・経済的要因）が職業選
択と密接な関係にあることを考慮し，職業選択のモデ
ル（概念モデル）を提示している。
彼らのモデルの特徴は，職業選択を最終的には職
業に就こうとする個人の側と就職の機会を提供する側
との一致・不一致としてとらえ，その両者に対する社
会・経済的要因を含めていることである。





２－３ 進路選択・発達に関する過程理論

２－３－１ キンズバーグの発達理論

キンズバーグ（1951）らは，職業選択が1つの時点で
なされるという従来の考えを否定し，それが一連の選
択・決定からなる発達的特質をもつことを主張した。

A. 職業選択の発達段階
青少年の面接調査の結果に基づき，職業の選択・決
定をなす過程には，3つの時期があるとして，次のよう
に区分している。



（１）空想期（fantasy period）：11歳未満
現実の様々な制約を考えずに，「大人になったら，
何になろうか」と空想している。

（２）暫定期（tentative period）：11～18歳頃
将来の職業を決める必要性を認識し，職業選択の基盤を形
成し始める。この時期は，次の４つの下部段階に細分化されて
いる。
①興味の段階（11～12歳）：
興味が職業選択の主要な基準となる。
②能力の段階（12～14歳）：
自己の能力を考慮して職業選択を試みる。
③価値の段階（15～16歳）：
自己の価値基準が形成され，望ましさを基準とした職業選択
を試みる。
④移行の段階（17～18歳）：
職業選択には，自己の内的要因（興味・能力・価値観）だけで
なく，現実的な外的要因が関与していることを認識する。



（３）現実期（realistic period）：18～22ないし24歳
自己の希望と自己が遭遇した機会との間で起こる矛
盾や葛藤を順次解決し，現実との妥協を図らなければ
ならないことを認識する。この時期も，次の３つの下位
段階に細分化される。

①探索の段階：現在までの経験をもとにして，可能な
職業領域や方向をみつけようとする。
②結晶化の段階：可能な職業のなかから，特定の職
業に関心が集まり，それに向かって将来の計画をつく
り始める。
③特定化の段階：選択した特定の職業について，さら
に具体的な検討を深める。
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